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2. SC 指標がコミュニティに与える影響 

 SC は抽象的な概念であるが、SC がコミュニティに与える影響を調べるためには何らかの定量化を行

う必要がある。内閣府[2003]は、「つきあい・交流」（ネットワーク）を示す指標として「隣近所との

つきあいの程度」、「社会的信頼」の指標として「近所の人々への期待・信頼」、「社会参加」（互酬性の

規範）の指標として「ボランティア・NPO・市民活動への参加」を用いるなど合計 14 の指標を合成し

て、SC 指数を都道府県別に試算した。 

 SC 指数と完全失業率(2001 年)との関係を県別に示すと図 1 のようになる。SC 指数が高い県ほど失

業率が低い。また、SC 指数が高い県ほど刑法犯認知件数は低く、合計特殊出生率は高く、平均余命も

長い。 

［図 1  SC 指数と完全失業率との関係］
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3. SC と NPO(Non Profit Organization)・ボランティアとのかかわり 

 

［ 図 2  ボ ラ ン テ ィ ア ・ NPO ・ 市 民 活 動 へ の 参 加 に よ っ て 得 た こ と  N=315 ］
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 NPO 法人数が 2 万 5 千を超えるなど、我が国では近年 NPO・ボランティア等の市民活動が盛り上がり

を見せている。こうした市民活動と SC との関係について、内閣府[2003]はアンケート調査を行った（図

2）。市民活動への参加者に参加によって得たものを尋ねたところ、「地域の様々な人とのつながりがで

きた」という回答が最も多かった。また、現在、ボランティア・NPO・市民活動へ参加していない人に

今後の参加意向を尋ねたところ、社会への信頼度やつきあいの範囲・頻度の高い人ほど「新たに参加

したい」という回答が多かった。 



 このように SC の培養とボランティア・NPO・市民活動の活性化とは、互いに他を高めるという「ポ

ジティブ・フィードバックな関係」があると考えられる。 

 

4. SC 形成を促進するための政策 

 SC 培養のために特に行政から市民活動の活性化が期待されている。しかし、市民活動の担い手であ

る NPO 等への社会的支援は国際的に見て乏しい。NPO 法人の介護保険事業による収益を非課税にする

こと、市民が NPO 法人へボランティアや寄付をしやすい仕組みを構築すること等が SC 培養にもつなが

るであろう。 
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ソーシャル・キャピタルと健康 
 

 

 藤澤 由和（新潟医療福祉大学） 
 

 
1. はじめに 

「ソーシャル・キャピタル概念の有効性はまさにそれが有している広範な適応可能性にあるのであ

る」という Giddensの言葉は、ソーシャル・キャピタル概念の特徴とこの概念の現在における隆盛を
的確に言い当てているものであると考えられる。だが具体的になにがソーシャル・キャピタルである

のかという点に関しては、非常にばらつきがみられ、研究者らはソーシャル・キャピタルの特定の要

素を独自に定義し適用していると考えられる。さらに Halpernが指摘するように、ソーシャル・キャ
ピタル概念をどのレベル（個人レベル、地域レベル、国レベル）において適応するかに関しても様々

な考え方があり、ソーシャル・キャピタルをめぐる議論をより複雑化させている一因であると考えら

れる。健康分野とくに公衆衛生学におけるソーシャル・キャピタルを巡る議論にも同様の混乱がみら

れるが、同時にソーシャル・キャピタルを取り巻くこの分野独自の背景も存在する。 
 

2. 健康分野（公衆衛生学分野）におけるソーシャル・キャピタル概念 

 80年代以降、個人を取り巻く環境、なかでも社会的要因への関心が急速に高まっていく。それはい
わば社会的要因への関心に対する再発見とでも言えるものであるが、具体的にはイギリスにおける

Black Reportの公表が一つの重要な契機となっている。この報告書は、上位階級と下位階級では歴然
とした健康格差が存在するというイギリスにおける階級間の健康格差を指摘したものであり、結果と

して戦後イギリスにおける健康政策への否定的な評価を下すものであった。この報告書は広く国民一

般の関心を喚起したのみならず、階級間における健康格差の要因に関する仮説を提示することを通し

て、この分野に係わる多くの研究者らの関心を引いたといえる。 
学術領域においては、階級という概念は社会経済的地位というより広範囲な概念で展開されていく

ことになるのであるが、この社会経済的地位への関心はWilkinsonの相対所得仮説の主張により、多
くの研究者らの関心を集め、また同時に様々な論争を引き起こすこととなる。相対所得仮説は、特定

の国もしくは地域においてある一定程度の所得水準を越えると、健康に影響を及ぼす要因として所得

配分の平等性がより重要であるという考え方であり、Wilkinson によると一定の豊かさを達成した場
合、絶対的な収入レベルよりも、相対的な所得格差の方が健康への影響が高いとするものである。さ

らにWilkinsonは、この所得の不平等性を縮小させる要因として社会的凝集性（Social Cohesion）の
重要性を指摘し、この社会的凝集性をソーシャル・キャピタルとして議論を展開している。健康に影

響を与える相対的な所得配分の平等性は、Wilkinson の述べるところの Psychosocialなメカニズムを
通して一定の地理的空間性における社会的凝集性としてのソーシャル・キャピタルによって担保され

るのであるが、これに対しては様々な批判がなされている。たとえば Baum は権力といった視点が

Wilkinsonの考えにおいては欠如している点を批判しており、また Lynchらはそれまで所得格差の健
康への影響を、物質的な面から捉えるという点で、Wilkinson らと論争を展開してきたのであるが、
ソーシャル・キャピタルにおいてもWilkinsonが主張するような Psychosocial的な捉え方に関して批



判を展開している。Wilkinson の一連の議論は、ソーシャル・キャピタル概念を健康の不平等という
議論へと結びつけ、かつ後述する Kawachi らの研究に影響を与えたという言う意味で重要ではある
が、ソーシャル・キャピタル自体の理論的検証は十分にはなされていないものであった。 
  

3. ソーシャル・キャピタルと健康の関連性 

  公衆衛生学分野を中心とする、ソーシャル・キャピタルと健康の関係性に関する研究は近年急速

に増加しているが、他の分野と同様、ソーシャル・キャピタル概念に関しては非常に多くの定義と測

定指標が用いられている。これまで公衆衛生学を中心とした分野におけるソーシャル・キャピタルに

関連する実証研究は約 40 本程度存在するが、それらのほぼすべてにおいてソーシャル・キャピタル
とアウトカムの間には何らかの関係性がみられたとされる。またソーシャル・キャピタルの理論的根

拠に関しては、Putnam および Coleman の議論を引用している研究が多いが、踏み込んだ理論的検
討特にどのような構成要素のどのような側面を測定しているのかに関して多くの研究が十分に検討を

していない傾向がみられる。実際の測定指標に関しては General Social Survey（以下 GSS）などの
質問項目を用いる傾向も見られたが、この分野における指標の確立は発展途上であるといえる。 
たとえば先の実証研究の約４割を占めている Kawachi らを中心とする研究チームの初期の研究に

おいては、理論的には Putnamのソーシャル・キャピタル概念に依拠して、GSSといった既存のデー
タセットにおける質問項目を用いて、信頼感、公平感、相互扶助、組織参加度などをそれぞれ独立し

たソーシャル・キャピタル指標として用いている。またこの研究においては、州を分析単位とし、死

亡率を従属変数として、先の四つのソーシャル・キャピタル指標および収入、世帯員数、および所得

不平等指標を独立変数として回帰分析を行っている。さらにそれぞれのソーシャル・キャピタル指標

は所得不平等指数および死亡率と関係性がみられ、さらにパス解析により所得不平等指数が直接死亡

率に影響を与えるというよりも、ソーシャル・キャピタル指標（公平感）を介して影響を与える率が

高いとの結果から、ソーシャル・キャピタルがある種、経済的な不平等を中和することにより、経済

的格差の健康への影響を和らげるとする結論を導いている。 
 
4. ソーシャル・キャピタル概念の政策的含意 

 公衆衛生学分野におけるソーシャル・キャピタル概念の展開は、上記以外にも幾つかの流れが考え

られるが、その重要な流れの一つとして、ソーシャル・キャピタル概念の New Public Healthにおけ
る理念、中でも健康にかかわる新しい公共政策のあり方との親和性を指摘しうる。この健康にかかわ

る新しい公共政策のあり方とは、健康を検討する際に我々を取り巻く重層的な環境性を重視し、この

環境への働きかけを政策的に推し進めるというものであり、これは均質化され、個別的背景をなんら

持たない個人を前提として、その行動を健康なものへと変容せしめるという行動変容モデルに基づく

政策的介入とは異なるものである。 
つまりソーシャル・キャピタル概念は、この健康にかかわる新しい公共政策のあり方が重視してい

る我々を取り巻く環境、なかでも社会的環境の体現化もしくは操作化への道を開くものであるといえ、

それゆえこれまで理念で留まることが多かった健康にかかわる社会的環境への政策的介入を、より具

体的に展開しうる余地を生じせしめ、かつその政策的な帰結の評価を可能にすると言う意味で、この

分野における可能性と重要性を持つのであるといえる。 
 



ソーシャル・サポート研究から何が言えるのか 
－ソーシャル・サポート、ケア、社会資本－ 

 

 稲葉 昭英（首都大学東京） 
 

 
ソーシャル・サポート研究は、社会関係に恵まれた人に精神疾患が発生しにくいことに注目したメ

ンタルヘルス研究者たちが、社会関係が個人に対してもつ肯定的な側面を「ソーシャル・サポート」

と呼んだことを出発点とする。つまり、精神疾患の発生を抑止するような対人関係中の要素がソーシ

ャル・サポートなのであり、その研究史はソーシャル・サポート足り得るものを明らかにしようとす

る試みであった。ソーシャル・サポート研究は 1980年代、90年代を通じで膨大な研究が行われ、ひ
とつの学問分野を形成するに至っている。 
さて、「社会資本」が個人をとりまく社会的環境の豊かさを意味するのであれば、ソーシャル・サポ

ートと社会資本にはきわめて多くの接点があることになる。それどころか、ソーシャル・サポート研

究にとって、個人をとりまく社会的環境と個人の心理状態やメンタルヘルス、主観的健康などに関連

があることはすでに自明であり、ある程度の理論的整理もなされている。ただ、こうした中で、ソー

シャル・サポート研究者の一人だった Nam Lin などの研究者が社会資本研究へと向かったことは、
ソーシャル・サポート研究にはない可能性をそこに見いだすことができたからなのかもしれない。本

報告ではソーシャル・サポート研究の現在の到達点を説明しつつ、ソーシャル・サポート研究から社

会資本研究に何が言えるのか、両者の相違はどのような点にあるのか、などの点について考察を試み

たい。 
 
1. ソーシャル・サポート研究 

「ソーシャル・サポート足りうるもの」を明らかにすべく、ソーシャル・サポートはライフイベン

トのような「環境的要因からの刺激」から「個人内部にディストレス（不快な主観的状態）が発生す

ること」を抑止する対人関係中の要因、として操作化された（これをストレス緩衝効果という）。スト

レス緩衝効果を有する対人的要因は何か、が研究されていったのである。具体的には過去 1年以内に
経験したライフイベント（または直近の深刻なライフイベント経験）と、サポートとして測定された

変数を独立変数にとり、抑うつや心理的ストレス状態（最近ではディストレスとこれらを総称する）

などの従属変数に対して有意な交互作用効果を示す要因が経験的に探索されたのであった。もし、社

会資本論が「社会資本たりうるもの」を探索的に求めていくのであれば、あるいは社会資本が個人に

影響を及ぼす過程を理論化するのであれば、この操作化は参考になるかもしれない。 
こうして経験的研究が蓄積された結果、対人関係中で「実際に他者から提供される援助」ではなく、

個人が他者から得られると想定している「援助の利用可能性」がこうした効果を有すること、とりわ

け「能力や努力を評価してくれる」といった自尊心にかかわるサポートの利用可能性、「自分を気づか

ってくれる「一緒に楽しく時を過ごしてくれる」といった表出的なサポートの利用可能性がこうした

効果を有することが明らかにされてきた。実際に何か支援を受けることよりも、「自分はいつでも支援

されている」「支援をうけられる」という知覚が決定的に重要であるというのがおおよその結論である。 
 



2. ソーシャル・サポートとは結局何なのか？ 

 ソーシャル・サポート研究として実際に行われている個々の研究を改めて検討すると、実は「ソー

シャル・サポートたりうるもの」は社会環境中でのケアの授受やその利用可能性に近いことがらを測

定していることが理解できる。ケアの定義は難しいが、個人の福祉の増進のために他者によって行わ

れる行為として暫定的に定義し、その内容には介助や看護といった手段的な要素が大きいものから、

気遣い・気配りなどの表出的な要素までをも含めよう。筆者は、ソーシャル・サポート研究とは、ケ

アの経験的研究とみなしてもほとんど差し支えない、と考えている。ソーシャル・サポート研究が明

らかにしてきたさまざまな知見は、そのままケアという文脈の中でとらえなおすことが可能である。 
ソーシャル・サポート研究がソーシャル・サポートと見なしている現象はおよそ 3つである。すな

わち、「受け手にとってサポートであると認識されている」もの、「送り手にとってサポートであると

認識されている」もの、「変数間関係からサポーティブな機能が検出されたもの（＝緩衝効果を果たす

要因）」の 3 者（これは、Barrela[1986]、稲葉・浦・南[1988]、浦[1992]の類型とは異なることに注
意）。この３つは、ケアの対象となるニーズが「被援助者自身が想定するニーズ」「送り手が想定する

被援助者のニーズ」「結果的に被援助者の福祉の増進に寄与するニーズ」の３つであることを物語って

いる。最後のニーズは、受け手も送り手も意識していないが結果的に有効なサポートが充足している

ニーズであり、とりあえず「福祉的ニーズ」と呼んでおく。 
３つのニーズの充足状況に関して論理的な組み合わせを考えると、図１のようになる。これはソー

シャル・サポートの類型であると同時に、ケア行為の理論的な類型ともなりうる。サポート足りうる

ものを探索的に検出するというこれまでのソーシャル・サポート研究とは、図 1のＣを明らかにする
ことであり、質問紙を用いた調査では ABC + AbC = ACが、実験的研究では ABC + aBC = BCが、
観察法や社会的属性とメンタルヘルスの研究などでは abCが求められた対象だったのである。 
こうしたサポート研究の視点は社会資本研究にも役立てるかもしれない。サポート研究から社会資

本研究に対して示唆できるものについて、当日はさらなる議論を深めたい。 
  

Ｕ：二者間の社会関係  A：受け手のニーズ（欲求） 
     

 
                  Abc           abc 

 
 
          

ABc            AbC 
        ABC 
        
                       aBc                      abC 
          aBC   
 

B：送り手の考えるニーズ   C：福祉的ニーズ 
図１ ソーシャル・サポート＝ケアの類型 

     



 

パネル・ディスカッション 

 

大阪におけるホームレスとソーシャル・インクルージョン 

 

日時： ６月 24日（土）14:00～17:40  

場所：   【1号館 １２２教室】 

 

司会者： 鎮目真人（同志社女子大学） 

 

報告者： 

１．「ホームレス状態をめぐる公的扶助行政の展開と課題‐大阪を中心に‐」  

嵯峨嘉子（大阪府立大学） 

２．「大阪市における野宿者の析出と固定化」  

   妻木進吾 （日本学術振興会特別研究員・同志社大学） 

３．「救護施設を退所した方々のアフターケアの現状と課題」  

織田隆之 （日本へレンケラー財団・今池平和寮） 

 

討論者： 岡部卓（首都大学東京） 

平川茂（四天王寺国際仏教大学） 

 



大阪市における野宿者の析出と固定化 

 

妻木 進吾（日本学術振興会特別研究員） 

 

「強制撤去は当然だ。支援施設が用意され、そこで頑張る人もいるのに、公共の場を不法占拠し、居

住権を主張するなんてとんでもない。弱者の排除には当たらない。ここまで放置してきた市のゆるさ

が問題」（06.1.31朝日新聞） 

 06年１月末、大阪市内の二つの公園で野宿する人びとのテントを、市は強制的に撤去した。フリープロ

デューサー・木村政雄の「強制撤去は当然だ」との主張は特殊なものではない。マスメディアの多くは、

市が支援施設を用意し、入所を呼び掛けたにもかかわらず、野宿し続ける人々として、撤去されたテント

住民を描き出したのである。そこに、「公園に勝手に住んで自由気ままに生き」る野宿者の姿を見、「ある

種のわがまま」を感じた人は少なくなかった。 

 市が用意する「支援策」とはいかなる内実を持つのか。そもそも「公共の場を不法占拠」する人々が街

中でブルーテントを立てたのは何故なのか。こうした問われるべき問いを抜きに、野宿者の社会的包摂を

展望することは不可能である。それは排除の現実を見ずに、包摂を実現しようとすることに他ならない。 

 

野宿者としての析出 

 野宿者はいかなる生活史を経て野宿者として析出されるのか。99年に行われた野宿者672人の聞き取り

調査の結果から記述していく。 

 対象者の97％は男性であり、50・60歳代が８割を占める。彼らの職業的生涯は、労働市場に雇用労働者、

とりわけ製造業のブルーカラー労働者として参入することにはじまる。初職の従業上の地位は、臨時・日

雇が４割と、同時代の男子就業者と比べ極めて高く、スタート時点から、階層化された労働市場の下層部

へと組み込まれがちであった。その後、転職を重ねるにつれ、建設業、ブルーカラー、臨時・日雇の割合

が増大していく。結果、野宿直前には、産業では建設業が75％、職業では生産工程・運輸関係職業が87％、

従業上の地位では日雇・臨時が 86％を占めることになる。彼らの職業的生涯とは、「不安定就業階層」、と

りわけその下層部へと収斂されていく過程である。 

 野宿直前職時の居住形態を見ると、「飯場・住み込み」45％、「ドヤ」39％など、失職が同時にその喪失

をもたらす、職住丸抱えの不安定な居住形態の割合が高い（複数回答可）。「不安定就業」へと至る過程は

同時に、「不安定居住」へと至る過程でもある。 

 家族関係について見ると、大部分は学卒直後に定位家族から離れ、単身での生活を始めている。３割の

人々はその後、一度の結婚・同棲もなしに、単身で過ごしている。結婚・同棲によって７割は家族を形成

している。その内７割には子どもがいた。しかし、このようにして形成された家族も、離婚や死別、それ

に伴う子どもとの別れを通して解体している。「不安定就業」「不安定居住」へと収斂されていく過程は、

単身者の生活へと収斂されていく過程でもある。 

 彼らの生活史とは、「不安定就業階層」、「不安定居住」、「安定した家族」の不在（＝単身）へと収斂され

ていく過程である。そして、彼らが辿りついた野宿直前の生活とは、排除されつつ労働市場に接合された

「都市下層」、とりわけ寄せ場労働者としてのそれである。対象者の 55％は、野宿以前、寄せ場・釜ヶ崎

の日雇労働者であった。その生活は、平均15年に及ぶ。こうした生活史を生きた人々が、90年代後半以降、

大量の野宿者として都市に析出されることになる。 



バブル経済の崩壊が強いた90年代に入っての建設産業界のリストラは、管理強化と合理化、それにと

もなう労働者の入れ替えとして進行していったのであり、それが末端の中高年の日雇い労働者やそこ

に吸収されるはずであった予備軍を切り捨てさせ、現象的には野宿者の増加を結果したのではないか。

……1997年の夏以降、ゼネコンの不良債権の表面化と財政危機圧力もあり、建設産業は全体としてリ

ストラ傾向を強め、建設産業の全従業者数は減少に転じた。つまり、建設産業は労働市場全体の「受

け皿」ではなくなった。（西澤, 2000:33-35） 

 

就労による野宿からの脱出 

 野宿に至った人々は、そこからの脱出を願い、試みる。就労による脱出をである。しかし、現実にはほ

とんど不可能である。 

 かつて、野宿に至った人々を再度、労働市場に接合する回路が存在していた。寄せ場・釜ヶ崎は野宿者

を排出する主要な給源であったが、同時に野宿からの脱出を可能とする場所でもあった。しかし、今や釜

ヶ崎は、建設産業の景気後退のみならず、寄せ場（労働市場）としての機能を解体しかねない構造的変容

に直面していると言われている。建設工事が相変わらず行われていたとしても、釜ヶ崎での求人は減少し

た。それに伴って手配師・人夫出しによる労働者の選別（顔付け）は強化・徹底された。「就労できる層」

と「就労できない層」に分別され、固定化される。高齢や障害を理由に後者に分別され、野宿へと排出さ

れた人々にとって、もはや釜ヶ崎は仕事を見つける場ではありえない。「一般労働市場」に職を求めたとこ

ろで、中高年で、保証人も住所も、連絡を待つ電話すらない野宿者が、新たな仕事に就き、野宿から脱出

できる可能性はほとんどない。 

 労働市場から排除・反発される経験を積み重ねる過程は、就労による野宿からの脱出が極めて困難であ

ることを知っていく過程である。野宿の長期化に伴い、求職活動を行う割合は、62％（８ヶ月未満）→57％

（８ヶ月以上１年８ヶ月未満）→46％（１年８ヶ月以上３年８ヶ月未満）→29％（３年８ヶ月以上）と減

少していく（以下、同様の区分）。 

 労働市場からの排除と反発がより一層積み重ねられると、また健康状態の悪化等によって労働力の摩滅

が進行すると、やがて、「仕事があったとしても、もう働くのは無理」だと考えざるをえなくなっていく。

長期化に伴って「何か仕事に就きたい」とする割合は、91％→90％→84％→68％と減少していく。就労に

よる野宿からの脱出を展望することさえできない野宿者が増加していく。 

 

野宿生活の確立 

 一方で野宿とは、「死なないためには生き抜かなければならない環境」である。 

 長期化の過程で、テントを立てる割合が上昇する。当初テントを立てずに野宿していた人々を取り出し、

テント野宿者の割合を見ると、36％→72％→62％→64％となっている。１年８ヶ月未満の期間において、

長期化に伴う非テントからテントへの移行が生じている。テントを立てること、それは野宿生活における

基盤の形成である。改良と改築が重ねられ、テントは本格化し、粗大ゴミから調達された様々な日用品が

蓄積されていく。野宿を生き延びることをより可能とする「住居」が形成されていく。 

 長期化に伴って、野宿状況において仕事を有する割合も高まる。野宿開始当初72％であったその割合は、

「ここ１ヶ月」では80％に上昇している。廃品回収を行う割合が上昇した結果である。アルミ缶などの廃

品回収は、野宿状況で収入を得ることができる数少ない仕事の一つである。工夫とノウハウが積み重ねら

れ、その高収入化・安定化・効率化が進んでいく。野宿状況における「安定した」収入源が形成されてい

く。 



 長期化に伴って、食事形態にも変化が生じる。食堂で食べたり、弁当を買う割合は長期化に伴って減少

していく。一方で、「高収入（月収入中央値 1.5 万円以上）」層では自炊の割合が 53％→76％→74％→88％

と増加し、「低収入（同 1.5 万円未満）」層では廃棄食品・残飯の割合が 28％→40％→62％→62％と増加し

ていく。工夫とノウハウが積み重ねられ、安定的、効率的な食料調達が可能になっていく。野宿を生き抜

くことをより可能とする食事形態が形成されていく。 

 野宿が長期化していく中で、これら野宿生活の諸側面は、相互に密接に連関しながら、全体としてパタ

ーン化された生活、「生活の型」を形作っていく。野宿者はそれぞれの「生活の型」を確立していく。 

 

 就労による脱出を展望しても、その実現可能性がほとんどない閉塞状況の中で、定着的な生活を営む大

量の野宿者が生み出された。こうした状況の中、市は 2000 年から自立支援施策を開始した。学会当日は、

ここで記した内容に加え、現在までに実施されてきた自立支援施策が、野宿者の社会的包摂の仕組みとし

て充分に成立してはおらず、むしろ排除の仕組み、排除を正当化する仕組みとして成立してきた状況につ

いて報告する。 



福祉社会学会パネルディスカッション  

『救護施設を退所した方々のアフターケアの現状と課題」】  

日本ヘレンケラー財団  

今池平和寮 織田隆之  

1，今池平和寮の概要   

平成2年4月 大阪市西成区、通称‥『釜ヶ崎』と呼ばれる地区に開所しました。   

当施設は生活保護法による救護施設で、身体や精神に障害があったり、アルコール依存症又は  

何らかの問題を抱え、支援の必要な方が生活しています。   

定員は60名で男性＝50床、女性‥7床。短期入居者（緊急一時）は男性‥4床、女性‥3   

床の最大64名まで入所できる施設です。   

実施機関の多くは大阪市の各保健福祉センターで、市立更生相談所が31名・西成区が17名・  

西成区以外が6名、他市が4名、府外2名で計60名の方が入所しています。（H18．04．01現在）  

2．入所件数（別紙添付）   

入所依頼先は、通常、各保健福祉センターより依頼があり、面接→待機→入所の順で対応され   

ますが、当施設においては大阪市巡回相談・釜ヶ崎内の支援団体・アルコール専門病院・その他   

の支援者より相談があり、保健福祉センターヘ行く前の事前相談の多いのが特徴です。また、約   

50％弱の方が野宿を経験されています。  

3．入所・退所経路（別紙添付）  

4．保護施設通所訓練事業   

事業内容は救護施設を退所した後、居宅生活が円滑に営めるよう支援する事業です。事業内容   

は適所訓練と訪問指導です。この事業の定員は施設定員の50％以内で、利用期間は2年が限度   

で延長はありません。  

5．アフターケア事業と課題   

利用者の中には生活困難ケースも多く、支援の継続がなければスリップに至ることが予想され   

る為、保護施設適所訓練事業終了後も施設が独自でアフターケア事業を行っています。この結果   

スリップ率は5％に止まっています。このことから支援の継続がいかに必要で、継続支援を行え   

ば安定した生活が継続できるかを示しています。そのためにも生活支援事業（仮称）のような事業   

があれば安定した支援の継続ができると考えています。   



／入ゝ 所 依 束頁 件 数  
（今池平和寮）  平成17年4月1日～平成18年3月31日現在  

国  8／3  63  アルコール  男   ◆   ◎  ◎   ◎   釜の支援団体   

25  8／20  63  アルコール  男   ◆   ◎  ◎   ◎   西成区髄止・釦支援鮒   

匠  8／31  63  1種1級  男  ◇   一時保護所   
27  8／31  パーキンソン  男   ◎  西成区福祉   

2  幽  療育B  男   ◎  東淀川区福祉   

匹  9／5  統合失粧  女   ◎  朝潮   

ウ J  9／5  60  男   ◆  畑針時遮断   

矧  9／14  63  野宿  男   ◆  豊中福祉   

戯  9／20  57  1種1級  男   ◎  ◎   再入所   

33  9／27  63  アルコール  男   ◆   ◎  ◎   ◎   西踊祉・釜の支援鮒   

3  10／3  72  アルコール  男   ◆   ◎  ◎   ◎   釜の支援団体・アルコー桐硝   

団  10／4  55  男   ◆  豊中福祉   

匿  10／1  54  鬱病  男   ◆   ◎  ◎   ◎   豊中福祉   

り J  10／21二  34  Bl   男   ◆   ◎  ◎   市更相   

監  11／7  66  男   ◆   ◎  ◎   ◎   西成区福祉   

冨  11／1  73  アルコール  男   ◆   ◎  ◎   ◎   アルコー順院・釜の竣団体  

11／1  59  離駈   男   ◆  アルコール病院  

11／1  男   ◎  西成区福祉  

1／31  28  鮒暁   女   ◎  

脚  馳  28  珊陪   女   ◎  

固  2／23  41  賄2級   女   ◎  

同  3／30  58  統合朱紅   女   ◎  

◆については、野宿経験者。  
◇については、一時保護所（市立更生相談所）より入所。  
※問題等の未記入の所は、特に内科的な診療のみの方。   



今 池 平 手口 寮 年 次 表  ”18．03．31現在  

年  次   事  業  概  要   政策＆その他  自立  入院  自主退  転葉  死亡   

1990（H2）  ◇開   所（4月）  0    2  

1991（H3）  8  0  6  0  

1992（H4）  9  0  5  2  

1993（H5）  22  0    4  

1994（H6）  l高裔鞘別納事業（11月）   8  0  6  

1995（H7）  7  0  4  

1996（H8）  0    2  

l佐藤訴訟（12月）   

1997（H9）  0  6  2  

l大テント、ケアセンター（三鮨）  

1998（且10）  l榊障害者社会復帰受け入れ事業（女性）  l大阪市野楕者調査   田  2  6  

◇サボーティブハウス開始（6月）  

1999Ⅷ11）  l大阪市巡回機業務開始  21  8  3  
l高齢者酬細事業拡大  

l舶シェルター（12月）  

2000（H12）  lあいりん臨時夜間緊急避難所（三角鯛横）  

l自立支雛ンター3ヶ所開所   

l西成シェルター開始（12月）   

2001（H13）  7  5    7   

l女性緊急一時事業開始（3床）  l畑城一鴨酎瀾始   

2002（H14）   l単泊事業開始（3床）  26  田  6  4    5   

◇救護般退所者等自立生活支援事業開始（訪問）  

◇適所事業開始（訪問指導開始）  

2003（H15）   l男性緊急一時事業開始（3床）  47  8  5    2   

l自立援助事業開始（大阪城一時遅発所より入所）  

lあいりん臨時夜間緊急避難所（三徳葉模）   

2004（H16）  ◇師事業槻（適所訓練開始＆訪問指導搬）  41  27  8  3  0  3   

l自立支離ント舞洲   

2005（H17）  

そ の他  l今池平和寮支援事業   ◇民間事業  



今 テ也平手口 寮 退所斗犬祝  

平成18年3月31日現在  
理  由   二人数   居宅支援者頭況  支援希望者   

アパート自立   
平  

11  支援の希望者  11  継続   9   内  訳  「頁二  

高 齢 者   4  止  0  
成  死亡  ■ 統合失調症  

四  知的障害者  
年  寮  5  身体障害者  

亡  度  3  就  職  2  

転 寮  1  半就労・福祉  2  

その他   

退所者数   31  
アパート自立   10  支援の希望者  7継続   4   内  訳  女  

平  
中止  不明（1）・DV（1）   高 齢 者   2  2  

成  死亡  知的障害者  
14  アルコール依碓  凶  
年  寮  4  半就労・福祉  

度  亡  5  

転 寮  

その他   

田  

年  寮  5  

度  亡  2  

転 寮  

その他   

アパート自立   女  27  支援の希望者  22  継続  21  内 訳         中止    長期入院   高 齢 者  9  4  
平  田  
成  死亡  身体障害者   2  

アルコール候存症   3  

薬物依存症  

内部障害者   
葦重要項敬 

アパート自立   24  支援の希望者  19   継続  18   
内 訳  

中止   

女  

平   2  翻逮捕・長期入院  高 齢 者  7  
成  死亡  統合失調症   2  ▼  

17  アルコール・薬鮒碓  オ  

年  寮  6  就  労   

度  亡  4  身体障害者   

転  寮   5   出  産  

退所者数   42  虻   
※平成13年度より事業を開始し、居宅保護変更者は延べ119名である。その内、支援を希   
望した方が計88名で不明者3名、死亡6名、再入所1名、長期入院2名、刑務所1名でス  
リップ率5％の75名の支援を継続中。   

内訳は適所訓練事業（22名）＋－アフターケア事業（53名）である。   
支援の肴望がない者に関しては、大阪城一時避難所・緊急一時保護で入所し、被保護者扱い   
後、居宅保護へ変更。   
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テーマ・セッション 
 

福祉社会学における計量的方法 
 

日時： ６月 24日（土）14:00～17:40 

場所： 【1号館 １２８教室】 

 

司会：中田 知生（北星学園大学） 

 

１．高齢者の社会ネットワークと健康状態の性差について 

○金貞任（東京福祉大学）武川正吾（東京大学大学院） 

平岡公一（お茶の水女子大学）中田知生（北星学園大学）和気康太（明治学院大学） 

 

２．福祉社会学研究におけるパネル調査の意義と課題 

村上あかね（財団法人家計経済研究所） 

 

３．地域における健康の不平等の分析―階層線形モデルを用いて― 

中田知生（北星学園大学） 

 

４．福祉研究における共分散分析手法―フォーマルケア選好に関するモデルの検証― 

山口麻衣（宇都宮短期大学） 

 

５．民主化と所得の再分配―横断的国家データを用いた計量分析― 

高田洋（札幌学院大学） 

 

６．高齢期の生活不安をめぐる意識連関と規定要因 

三重野卓（山梨大学） 

 



高齢者の社会ネットワークと健康状態の性差について 

 

 ○金 貞任（東京福祉大学）・武川正吾（東京大学大学院）・平岡公一（お茶の水女子大学） 

中田知生（北星学園大学）・和気康太（明治学院大学） 

 
1. 研究の目的 

本研究では、在宅高齢者の健康状態に影響を与える要因について、社会ネットワークが果たす役割

に着目しつつ分析することを目的とする。その際には、高齢者の性差に基づいて分析する 

日本の介護保険制度改正では、介護予防重視型システムへの転換を取り組んでいる。要支援・要介

護状態になる可能性がある高齢者が健康状態を維持・向上することは、厚生労働省として介護給付費

の増加率を抑制する狙いがあるが、高齢者が自立しながら日常生活を営むことが非常に重要であるか

らである。健康状態には、自己判断による主観的測定と医師などの診断による客観的なものがあり、

後者のみならず前者の判断が死亡に直接関連していることが報告されている。そこで、本研究では高

齢者の自己判断による主観的な健康状態に着目する。 

健康状態に影響を与える要因について、社会階層と社会ネットワークから分析する傾向があるが、

本研究では、日常生活と関連がある社会ネットワークがどのような役割を果たすかを明らかにするこ

とは非常に重要であると考えられるので社会ネットワークの側面から分析する。社会ネットワーク理

論とは、Granobetter(1973)の実証研究に由来する仮説で、価値ある情報の伝達やイノベーションの伝

播においては、家族や親友、同じ職場の仲間のような強いネットワーク（強い紐帯）よりも、ちょっ

とした知り合いや知人の友人のような弱いネットワーク(弱い紐帯)が重要であることである。福祉的

な実践場面における社会ネットワークは、高齢者のサービス資源としての重要性、及び、制度的サー

ビスとの代替性や補完性といった面から捉える傾向がある(野口、1991；岸ほか、1996)。高齢者の社

会ネットワークと健康状態について、基本的な仮説は、「個人の社会関係の豊富さは、健康状態に正ま

たは負の関連がある」（岸ほか、2004；吉井ほか、2005）である。しかし、これらの仮説では、家族と

家族以外のネットワークを区別せず、高齢者の社会ネットワークが広いか狭いかに焦点が当てられて

いる。 

高齢者の性差と関連して、女性高齢者は慢性疾患が多く（Verbrugge, 1986; Walfron, 1983）、

Ferraro(1980；杉澤ほか、1995)は、健康度自己評価と客観的健康指標との関係が性や年齢によって異

なっていることを指摘している。 

以上の議論に基づき、本研究ではより具体的に次の仮説の検証を試みる：家族以外の社会的ネット

ワーク、すなわち、親戚、友人・近隣からなるインフォーマルネットワークは、高齢者の健康状態に

正の効果を与える。この傾向は、男性より女性において顕著である。 

2. 研究の方法 

調査対象者は、全国の在宅に居住している 65 歳以上 80 歳未満の高齢者である。 

 訪問面接調査により、1,350 人を対象に調査した結果、有効回答ケースは 1,053 票（78%）であり、

それらが本研究の分析対象者となった。 
健康状態に関連する変数：高齢者の健康状態について評価する際、総合的健康状態自己評価、手段

的 ADL と老研式活動能力の 3 つに関連する尺度を用い、現在の健康状態を評価する方法を探った。総

合的健康状態自己評価に関する指標は、1 項目 5 選択肢（「とてもよい」＝5 点から「悪い」＝1 点）



から構成されている。手段的 ADL（金、2001）は、5 項目（「部屋の掃除」～「金銭の管理」）3 選択枝

（「できる」＝3 点から「できない」＝1 点）から構成されている。すべての項目を単純合計得点化し、

得点が高いほど手段的 ADL の水準が高いことを示している。老研式活動能力尺度（古谷野ら、1988）

は、13 項目（「バスや電車を使って一人で外出できますか」「病人を見舞うことができますか」、など）

2 選択枝（「はい」＝1 点、「いいえ」＝0 点）から構成されている。すべての項目を単純合計得点化し、

得点が高いほど活動能力が高いことを示している。 
 健康状態に影響を与える変数：①社会ネットワークは、情緒的ネットワーク 4 項目（「心配ことや

悩みを聞いてくれる人」など）と手段的ネットワークの 4 項目（「数日間看病や世話をしてくれる人」

など）2 選択肢（「いる」=1 点、「いない」＝０点）から構成されている。②家族ネットワークは、同

居家族と別居子からなる。情緒的・手段的ネットワークをそれぞれ合計得点化し、それぞれのネット

ワークの得点の範囲は、0～８点から構成されている。③家族以外ネットワークは、親戚、友人・近

隣からなる。情緒的・手段的ネットワークをそれぞれ合計得点化し、それぞれのネットワークの得点

の範囲は、0～８点から構成されている。④統制変数は、年齢、配偶者有無、慢性疾患の有無、学歴、

健康維持習慣から構成されている。 
 分析方法：健康状態における社会ネットワークの役割の性差を明らかにするため、男女高齢者別に、

まず、単純集計を行った。次に、健康状態の３つの次元ごとの得点を目的変数に、第 1段階では統制

変数のみを投入して重回帰分析を行った。第 2 段階では、年齢と配偶者を統制変数とし、家族ネット

ワークと家族以外ネットワーク変数を強制投入して重回帰分析を行い、健康状態の各次元の関連要因

を明らかにした。 

3. 結果 

調査対象者の特徴：調査対象者の高齢者は、女性が 50.9％であった。年齢階級は、男女ともに 65

歳から 69 歳が 4 割で最も多かった。配偶者の生存は、男性が 9 割弱、女性が 6 割弱だった。学歴は、

高校卒程度について男性が 4 割、女性が 5 割弱で最も多かった。慢性疾患は、男女共に 7 割を超えて

いた。 
高齢者の健康状態の３つの次元に影響を与える要因（重回帰分析）： 第一に、「健康状態自己評価」

に関して、第１段階では、男女ともに慢性疾患が 1％水準で有意であった。性差では、男性のみ学歴

と年齢が有意であった。第２段階では、男女ともに近所づきあいがそれぞれ 5％と 1％水準で有意であ

った。性差では、男性は地域行事参加が１％水準で有意であり、女性は、親戚ネットワークが 1％水

準で有意であった。第二に、「手段的 ADL」について、第１段階では、男女ともに年齢と健康維持習慣

がそれぞれ 1％と５％水準で有意であった。性差では、男性は配偶者と慢性疾患がそれぞれ 5％水準で

有意であった。第２段階では、男女ともに近所づきあいがそれぞれ 1％水準で有意であった。性差で

は、男性は地域行事参加が 1％水準で有意であり、女性は、近隣・友人のネットワークが 5％水準で有

意であった。第三に、「老研式活動能力」に関して、第１段階では、男女ともに、年齢、健康維持習慣、

学歴がそれぞれ 1％と 5％水準で有意であった。性差では、女性のみ慢性疾患が 1％水準で有意であっ

た。第２段階では、男女ともに友人・隣人ネットワーク、近所づきあいと地域行事参加がそれぞれ 1％

と５％水準で有意であった。性差では、男性のみ別居子どもネットワークが 1％水準で有意であり符

号が正であった。 

＜本研究は「要介護状態及び健康の形成過程における社会経済的要因の役割に関する実証的研究」（科

学研究費：研究代表者・武川正吾教授）の成果の一部分である。共同研究者である首都大学東京・和

気順子教授から非常に貴重なコメントをいただいた。＞ 



福祉社会学研究におけるパネル調査の意義と課題 
 

 

 村上 あかね（家計経済研究所） 
 
 
1. 本報告の目的 

 本報告では、パネル調査という調査データの特性に注目して、分析例を提示しつつ、福祉社会学に

おける計量的方法の新たな展開の可能性について論じる。同一個体（個人、世帯、企業など）を継続

的に調査するパネル調査は、従来の横断面調査(Cross Sectional Survey)、時系列・継続調査（Repeated 
Cross Sectional Survey）にくらべて、（1）個人レベルの変化・変動やイベントの前後関係をより正
確に捉えることができる、（2）長期の観察に基づく個体の類型化、（3）長期的な変化と一時的な変化
の区別、（4）観測不能な個人の異質性をコントロールし、調べたい特性に焦点をあてた分析ができる
（坂口 2004; 山口 2004）などの利点を持つ。これらの利点は、データによる検証を通じて既存の理
論枠組をより精緻化したり、政策を評価する可能性を開くものである。たとえば、Ｅ＝アンデルセン

（2001；53-54、121-149）は、労働市場における不平等の拡大に対する賛否は、ライフ・チャンスの
変化という動態的な視点にたって見直されるべきであるとし、パネル調査を用いて個人のライフ・コ

ースを追跡する重要性を述べて結果を提示している。 
 報告者はすでに、家族の重大な影響をもたらすイベントを経験した世帯は、親やきょうだいに経済

的・精神的援助を受けたり、妻が働き始めるなどの影響があることを明らかにしているが（ホリオカ・

小原・村上 2004）、本報告では、さらに家族社会学において古典的に問われてきた、家族に危機をも
たらしうるイベントの発生が、家族の諸資源や意味づけなどと相互作用し、どのような影響をもたら

すのかについての諸理論（ABC-Xモデル、二重 ABC-Xモデル、Ｅ・エルダーの一連の研究）を、現
代的文脈において整理したうえで、①イベントの有無は、その後の家族の資源や家族の凝集性を減少

させるのかどうか、②社会階層（動員可能な家族の資源）によって用いる対処方法が異なるのかを、

パネルでデータをもちいて検証する。 
 
2. データ・変数 

 家計経済研究所が 1993年から毎年実施している「消費生活に関するパネル調査」データを用いる。
本調査は、1993年に全国 1,500人の女性（24～34歳; コーホート A）を対象として抽出し、1997年
には当時 24～27歳の女性 500人（コーホート B）を、2003年には当時 24～29歳の女性約 800人（コ
ーホート C）を新たに追加し、2004年の第 12回調査では合計 1,973人から回答を得ている。 
 分析に用いる変数は、①過去 1年間に本人または家族に生じた重大なイベントの有無、②そのイベ
ントへの対処方法（預貯金の取り崩し、親やきょうだいへの経済的援助、労働時間など）、③家族の資

源を表す変数として学歴、収入、資産、生活時間など、④家族の凝集性や生活全般への評価を表す変

数として夫婦関係満足度、生活満足度を用いる。 
 
3. 分析結果 

 1,973人中、wave11から wave12の間（2002年 10月～2003年 9月）に、家族に特別なイベント



がなかったのは 69 人（3.5％）にすぎず、なんらかのイベントを経験した人が 1889 人（95.7％）に
のぼる。そのうち、もっとも経験者が多いイベントは、「受験や入学」（68.9％）、ついで「手術や長期
の療養が必要な重い病気にかかった」（10.3％）であるが、ここでは「病気」など、いくつかのイベン
トをとりあげて分析する。 
 家族の「病気」を経験した人のうち、それに対して「特に何もしていない」と答えた人は 49.0％で
あり、半数はなんらかの対処をしたことがわかる。もっとも多いのが「預貯金の取り崩し」（29.9％）、
ついで「親やきょうだいに手助けや相談にのってもらった」（8.3％）、「親やきょうだいの経済的援助
を受けた」（6.4％）である。この結果から、イベントの結果、家族の資源が減少することがわかる。
実際に、有配偶者に限定して世帯の預貯金残高の変動を見ると、「病気」未経験者では平均して 4.1％
増加したのに対し、経験者では 0.4%減少している。また、この結果からは、イベントを乗り切るに際
して家族の役割が重要であることも見出せる。 
 
 図表-1は、家族の病気というイベントの有無と、生
活満足度の変化を見たものである。「病気」経験者のほ

うが生活満足度の低下がみられる。パネル調査データ

は1つの母集団から標本を選んでいることを考慮した
モデルを用いて、さらにこの変化を詳細に検証する予

定である。また、イベントにたいしてどのような対処

方法を採用したかについては、ロジスティック回帰分

析によって検討する。 

図表-1 生活満足度の変化（変動係数） 
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4. 考察 

 パネル調査はデータそれ自体が豊かな情報量を含んでおり、シンプルな分析手法を用いても仮説の

検証および理論の発展に大いに寄与しうる。だが、パネル調査には、実務上および社会調査の方法論

上の問題（調査設計、調査コストの大きさ、継続的な調査実施・データ管理体制の確保、調査回答者

の代表性の確保など）やデータの分析手法に関する問題もある。当日は、これらの問題についても簡

単に触れる予定である。しかしながら、これらの問題点があるものの、やはりパネル調査の利点は大

きく、今後さらに研究は進むであろう。 
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地域における健康の不平等の分析 

－階層線形モデルを用いて－ 

 

中田知生（北星学園大学） 

 

 

1. 目的 

 本論の目的は、地域によって健康に不平等が存在するか否か、そして、健康悪化の要因について、

全国調査データを用い分析を行うことである。不平等を検証するアプローチは様々あるが、本論に

おいは、階層線型モデルを使用して分析を行った。当該モデルを使用することにより、地域の要因

と個人の要因という独立変数間の多重共線性を取り除くことができると共に、地域間における不平

等の程度が有意か否かわかるために、このような分析に適合的である。本論では、これまで日本だ

けではなく、どのような国家においても問題になっている都鄙、すなわち、都会と田舎の格差という点

から、この健康の不平等の問題に注目した分析を行った。特に、分析の過程で、いわゆる階層線型モデ

ルのランダム係数モデルと呼ばれる分析手法の考え方や、このような研究についての分析例を示す。 

 

2. 仮説 

Phillimore and Reading（1992）は、英国の Newcastle-upon-Tyne 周辺の地域における健康の格差に

ついて以下のような仮説を構築し、分析を行った。 

  (1)健康の不平等は、都会よりも田舎の方が小さい。 

  (2)地域における個人の剥奪や豊かさを考慮すると、都会よりも田舎の方が健康である。 

  (3)健康と物質的な環境の関係は、都会よりも田舎の方が小さい。 

 これらの仮説は、健康に対する資源や環境、そしてそれらに影響される健康についての都市と地方の

ばらつき具合の差異から得られたものである。すなわち、都市部においては、異質性が高いためにばら

つきが多く、地方部においては、同質性が高いために、ばらつきが小さいというものである。 

これらの仮説を紐解くと、より詳細に検証すべき仮説が見えてくる。すなわち、仮説①：(2)より、

都市部よりも地方部の方が健康の程度が高いという、平均値の高さの問題、仮説②：(1)より、個人の

健康の程度は、都市部よりも地方部の方が、ばらつきが小さいという分散の問題、仮説③：(3)より、

都会においては、その地域を取りまく環境や、また、諸個人の属性のあいだにばらつきが高いことに対

して、田舎においては、類似性が高いためにばらつきが小さく、また(2)から、個人の健康状態もばら

つきが小さいために、健康資源から健康自体への効果においてもばらつきが小さいという、効果におけ

るばらつきの問題、そして、仮説④：もし都市部で個人間、もしくは地域の環境のばらつきが高く、地

方部で小さければ、その効果にかかわらず、データの当てはめの良さを考えると、都市部よりも地方部

の方が高い、という４つの仮説である。 

 

3. データと変数 

①データ 

分析においては、2004 年に行われた「生活状況と健康に関する調査」によって得られたデータを用い

た。層化確率比例抽出により得られた日本におけるすべての都道府県のサンプルから、留置法による調



査によって 20 歳以上の男女あわせて 1910 名の回収票を得た。 

②「都鄙」の定義 

 都鄙の定義として、調査対象者が居住する市町村の規模を用いた。分析には、層化に用いた４つの地

域区分（1)大都市、2)人口 10 万人以上の都市、3)人口 10 万人以下の都市、4)町村）の他、一部におい

ては、同様の基準から 10 に分けた分類を用いた。 

③用いた変数 

 1)従属変数：５段階で測定した主観的健康感（SRH: self-rated health）を用いた。  

 2)独立変数：個人の社会経済的地位として、教育年数を用いた。また、地域の特性を表す変数として、

一人あたりの県民所得、市町村の失業率、一人あたりの病院数、一人あたりの診療所数、ジニ係数を用

いた。県民所得、失業率は、経済的な資源として、地域の健康に対して影響を持つものである。また、

病院、診療所は、健康状態に対して直接的に寄与する資源、もしくは機会を表すものと考えられる。最

後のジニ係数は、Wilkinson（1996）などにより、社会の不平等の程度は当該社会の集合的な健康度に

関連するとも言われていることから用いた。 

 3)コントロール変数：コントロール変数として、年齢、性別を用いた。 

 

4. 分析 

まず、教育など独立変数のいくつは、従属変数に対して、有意な効果を持っていたことがわかった。 

一方、地域差に関する仮説については以下の通りである。仮説①、②について、健康そのものと、健

康に関する資源や環境について層化で用いた４つの都市分類ごとに、平均値、分散、変動係数を出して

みた。これらを概観した結果、地方部の方が都市部よりも健康度が高いという事実、そして、都市部の

方が地方部よりも、健康に対する資源や、健康自体についてばらつきが高いという事実は見て取れなか

った。 

仮説③について、健康への資源から健康への効果が地方部の方が小さいという仮説を検証した。都市

部同様に、層化で用いた４つの都市分類ごとに、健康に対して、独立変数を入れて重回帰分析を行って

みた。それぞれの独立変数の従属変数への効果の分散を見てみたが、どれもかなり小さいことが分かっ

た。ここから、健康に関する資源から健康への効果についても、地域差は存在しないことが分かった。 

仮説④について、上記の回帰分析の決定係数を比較してみた。が、やはり同様に、何らかの特定な傾

向は見て取れなかった。最後に、(2)の分析について、ランダム係数モデルによって、地域間での健康

への資源から健康自体への効果のばらつきが有意ではないことを確認したが、同様な結果を得た。 

 

5. 結論と議論 

 都市部－地方部の健康の資源における異質性－同質性という観点から見たとき、健康へ影響を与える

ようなばらつきや、また、健康自体のばらつきは存在しないことが見て取れた。ただし、ここでは、都

鄙について「調査対象者が居住する市町村の都市規模」という定義で分析を行ったが、他の定義につい

ても試してみる必要があると考える。また、異なる標本誤差を伴う地域の比較についても、その方法に

ついても再考すべきであろう。 

 

本研究は、科研費基盤研究(A)(2)「要介護状態、及び健康の形成過程における社会経済的要因の役割に関

する実証的研究」代表：武川正吾（東京大学）の研究成果の一部です。データの使用に関して許可をいただ

いたことに関して、武川正吾先生に深謝いたします。 



福祉研究における共分散分析手法 
－フォーマルケア選好に関するモデルの検証－ 

 

 山口 麻衣（宇都宮短期大学） 
 
 
1. 報告の目的 

本報告の目的は、高齢期のフォーマルケア選好（介護保険制度などの公的なケア・サービスの利用

に関する主観的な選択意識、以下、FC 選好）に関する共分散構造分析手法を用いた実証研究結果を
示しながら、福祉研究における共分散構造分析活用の課題と可能性について検討することである。実

証研究の目的は、わが国における FC 選好に関するモデルのデータ適合性を検討することである。理
論モデルの検討や分析プロセスを示した上で、潜在変数を含むモデルの有用性について考察する。 

 
2. モデル 

先行研究レビューの結果、既存のケア選好の理論モデルは少ないが、ジェンダー、家族資源、学歴、

子の性別などの変数がケア選好に関連がある可能性があきらかになった。また、関係性資本であるソ

ーシャル・キャピタル（以下、SC）や自己内在的資本であるヒューマン･キャピタル(以下、HC)が FC

選好に関連する可能性があるが既存モデルでは活用されていない。規範意識についても投入すべきと

の議論があるが欧米のモデルではこれまで未投入である。本研究では理論的検討をふまえてジェンダ

ー、SC、HC、ケア規範がケア選好に関連するという理論的なモデル(高齢期ケア選好分析モデル)を構

築した。さらに、ケア規範へ間接的に影響する可能性がある家族介護不安を追加的に投入したモデル

も検証した。既存モデルの検証には重回帰分析が中心だが、構成概念間の因果関係解明とともに潜在

変数を含むモデルの検証が可能な共分散構造分析を行った。4 件法のデータも含むことから、順序尺
度の変数のまま共分散構造分析ができるソフト(Mplus Ver.3)を利用した。推定方法は最小 2乗法のひ
とつであるWLSMVとした。識別性を確保するため、潜在変数ごとにひとつのパス係数に１の制約を
おいた。モデルの適合度の指標は、CFIと RMSEAである。 
 
3. データと変数 

N 県 C 市の 60-74 歳対象の調査回答者(810 名)のうち配偶者と子どもがいる者(635 名)のみを分析
対象とした１)。調査は 2003年 11-12月に 2段無作為抽出、訪問面接法(一部留置き)で行なわれた。  
FC選好(配偶者は健在なものとして想定)は、①在宅身体ケアサービス選好、②在宅生活援助サービ

ス選好、③軽度ケア施設選好、④重度ケア施設選好の４項目である。回答は（1=大いに利用したい－

５=全く利用したくない）の5件法で、分析の際は配点を逆にしたものを使用した。 SCは、娘/息子の

距離(30分以内に居住する娘/息子の有無)と娘/息子の人数、HCは学歴(教育年数)変数を使用した。ケ

ア規範については、別途実施した探索的因子分析及び検証的因子分析の結果2)を受けて老親扶養期待

感、性別役割分業観、非伝統的分業状況下家庭内役割分担観を下位概念とする高次因子とした。「同居

介護規範」、「性別役割分業観」など8観測変数を使用し、4件法（1=そう思う－4=そう思わない）で測

定した。家族介護不安は、家族のケアに対する不安変数と家族に迷惑をかけたくない意識変数(5件法)

を含めた。本人属性としては、性別(1=男性とするダミー変数)と年齢を含めた。  



4. 結果 

モデルの潜在変数は、FC 選好、ケア規範とその下位概念並びに家族介護不安である。SC は当初、潜

在変数としたが、潜在変数とすることに限界があり、娘に関する観測変数をそのまま使用した。また、

妥当と考えられた誤差間に共分散を認めた。修正したモデルの適合度は CFI=.993、RMSEA=.035で、
あてはまりは良かった(R2=.108)。近居の娘がいること(β＝-.28)、男性であること(β＝-.33)が有意に
FC選好を低めていた。また、ケア規範(β＝-.17)が強いほど FC選好が有意に低かった。家族介護不
安を追加したモデルの適合度は、CFI=.988、RMSEA=.039で適合性が高く(R2=.191)、近居の娘がい
ること(β＝-.27)、男性であること(β＝-.33)が有意に FC選好を低めた。ケア規範(β＝-.38)が弱いほ
ど家族介護不安が強く、家族介護不安(β＝.32)が強いほど FC選好が有意に高かった。 
 
5. 考察 

モデル適合指標の結果はモデル採択基準を満たしていたことから、修正した高齢期ケア選好分析モ

デルによる FC 選好分析の妥当性が支持されたといえる。女性の方が FC 選好が強いという結果はこ
れまでの研究の結果と同様であった。SC については娘に関する変数を投入したモデルが採択された
が、ケアのジェンダー役割と関連して近居の娘の有無が FC 選好に関連することが明らかになった。
家族資源としての子供の距離だけでなく、ジェンダー構成も考慮することの重要性を示している。他

の SC をどう含めて潜在変数化するかが課題である。HC は先行研究と異なり有意ではなかったが、
高齢者に限定したサンプル特性の影響もあるだろう。家族介護不安を含めた結果、ケア規範は家族介

護不安を媒介して FC 選好に影響することがわかった。当初の理論モデルに含めていなかった家族介
護不安概念をどうモデルの中で位置付けて理論モデルを改善するかが課題である。また、一地域のデ

ータの分析であり一般化するには慎重であるべきであり、変数操作の精緻化が必要なことも検討すべ

き点である。これらの課題はあるものの、日本における FC 選好を分析する一モデルとしてケア規範
を含めて分析し、高い適合性が示された点で、試論ながらもモデル化の意義はあるだろう。 
以上、FC 選好に関するモデル検証のプロセスを示してきたが、既存の理論モデルをそのまま検証

するのではなく、それらを参考に理論モデルを導き分析したことから、理論面・方法面の課題はある。

これらの点は他の福祉研究においても起こりうるが、潜在変数を用いた共分散構造分析は、福祉研究

における概念間の関係を理解する上で有用な手法であることが示唆された。より多くの理論モデルを

複数のデータで検証していくことの積み重ねが福祉研究においても重要であろう。 
 
1)本報告のデータは高齢者の地域ケアに関する共同研究(代表：上智大学冷水豊教授)のデータの一部である。

調査は 2003年 11-12月に 2段無作為抽出、訪問面接法(一部留置き)で行なわれた(回収率は 76.5%)。 

2)ケア規範因子の詳細な分析結果については山口(2005,2006)にまとめた。 

謝辞 本稿は博士学位論文(山口 2005)における分析の一部を加筆・修正の上まとめた。ご指導いただいた

冷水豊先生に深く感謝の意を表したい。 
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山口麻衣(2006)「高齢者のケア規範－扶養期待感とジェンダー規範の関連を中心に－」老年社会科学，27-4，
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民主化と所得の再分配 
－横断的国家データを用いた計量分析－ 

 

高田 洋（札幌学院大学） 
 
1．民主化と所得の再分配 

民主的階級闘争の考え方においては、民主主義の浸透と発展による所得の平等化が描かれている。

政治的決定がより民主主義的になることにより、選挙を通じて、票を持つ階級ないし階層に有利にな

るような政策が実現される。所得の再分配は、政治的な重要な決定の 1 要素であるから、民主的な方

法が発展するにつれて、再分配は票を持つ階層の方向を指向する。「民主的階級闘争」の議論では、民

主的な方法による階級闘争は成功し、その結果は平等化であることが論じられている。 

民主化と平等化の結びつきの過程について、たとえば、Lipset は次のように述べている。「富が増

大すればまた、階層構造の型が下層階級という大きな基盤を持った細長いピラミッド型から、増大過

程にある中産階級を持つダイヤモンド型へと変化することになり、中産階級の政治的役割に影響が及

ぶことになる。中産階級が広範囲にわたれば、穏健で民主主義的な政党が有利になり、過激主義的グ

ループが不利になることによって、葛藤が調整される」（Lipset, 1959, 訳: p. 65）。経済発展は、階

級の人口的構造を変化させ、経済発展とともに増大する中産階級は、民主的な方法によって葛藤を調

整することによって闘争し、平等を勝ち取る。民主的階級闘争の理論においては、経済発展、民主主

義、平等の 3 者の正の関係が強調される。 

しかし、民主的階級闘争においては、経済発展による不平等化や、不平等の民主主義への悪影響は

考えられていない。Dahl は次のように述べる。「市場経済は必然的に不平等を生み出すので、ポリア

キー民主主義の民主主義的発展性を、政治的資源の分配における不平等を生み出すことによって制限

する」（Dahl, 1998: p. 177）。そして、「市場資本主義は、民主主義の発展をポリアキー民主主義の水

準までに高めるにはとても好都合である。しかし、政治的平等の逆の結果のために、ポリアキーの水

準を超えた民主主義の発展には市場資本主義は不都合である」（p. 178）。市場経済の発展は不平等を

増加させ、その不平等の増加のために民主主義は制限されるというのである。このような考え方にお

いては、経済発展、民主主義、平等の関係は、単純な正の関係ではない。 

 

2．経済発展、民主主義、所得不平等の実証先行研究 

国を単位としたデータを用いた横断的な実証研究において、経済発展、民主主義、所得不平等の 3

者の関係のうち、2 者の関係を取り出すと、次のような結果が得られている。 

経済発展と不平等の 2 者関係は、逆 U 型であることが明らかにされている。この関係を表す逆 U 型

の曲線は、はじめ Simon Kuznets（1963）によって発見されたので、Kuznets 曲線と呼ばれる。経済の

発展に伴い、所得不平等は、はじめ増大し、後に減少する。Kuznets は、先進国における所得不平等

の減少、および、発展中位国が先進国より不平等であること、そして、低発展国の所得分布が先進国

と変わらないことを示した。所得不平等は、中程度の開発国で最も大きく、低開発国と先進国では小

さい。経済発展と不平等の関係は単純な正の関係ではない。 

次に、経済発展と民主主義の実証的な研究においては、その関係は、ほぼ単純な正の線形関係であ

ることが支持されている。先行研究においては、様々な要因が、経済発展の水準と同時に重回帰分析



の変数として加えられているが、他の経済的及び非経済的要因を考慮してもなお、経済発展の水準は

民主主義の水準と強い正の関係があることで一致している。Diamond も民主主義と経済発展の既存研

究を概観しており、どの研究においても経済発展と民主主義の強い関係があることを示している

（Diamond, 1992）。民主主義と経済発展の関係は最も強く頑健な関係である（p. 110）。 

最後に、民主主義と所得の不平等の関係は、その 2 者の関係だけを見た場合には、逆 U 型の関係が

多くの研究において頑健である。経済発展と民主主義が正の関係であり、経済発展と所得不平等が逆

U 型であるのだから、それは当然である。しかし、経済発展をコントロール変数として、同時に分析

に含めた場合の民主主義の所得不平等への効果は、一致した実証的な結果を得ていない。経済発展の

水準を同時に考慮すると民主主義の所得不平等への影響は、分析に含めるサンプル数、用いられる民

主主義指標、分析の定式化の違いなどによって様々な結果となっている。さらに、民主主義と所得不

平等関係については、影響の方向の問題がある。所得不平等が民主主義にとって脅威かどうかという

関心のために、所得不平等がもたらす民主主義への影響についても分析する必要があるであるが、そ

の方向についても、多くの実証研究が見られるのもかかわらず、この 2 者の非線形な関係のために、

確証的な結果は得られていない。 

 

3．経済発展、民主主義、所得不平等の分析モデル 

以上の先行研究の議論を踏まえた上で、新しい分析を試みる。問題は、所得不平等を説明する変数

として、経済発展と民主主義の 2 つの変数を同時に加えたときのモデルの特定化の困難さである。所

得不平等の分析においては、経済発展の所得不平等への純効果と民主主義の純効果を分析的に分離す

る困難さがある。それは分析的にも多重共線性の問題として現れる。 

ここでの分析では、次のような分析モデルを構築する。まず、民主主義の水準によって国を 3 つに

分ける。その分類方法は、Freedom House の「自由」、「部分的自由」、「非自由」に従った（Freedom House, 

1997: pp. 576-577）。そして、次のような交互作用項を含む回帰モデルを用いる。 

eEDbEDbDbDbEbaI ++++++= 251423121  

ここで、 I 所得不平等、 E経済発展、D1自由国ダミー、D2部分的自由国ダミー、 e誤差項である。 
分析結果は、経済発展は、民主主義水準が高い国では不平等を減少させ、中程度の国では不平等を

増加させ、低い水準の国では不平等とそれほど関係がないということを示した。経済発展がある段階

に達するまでは、経済発展による所得不平等効果の方が、経済発展によってまさに民主主義に移行し

つつある民主主義の平等化効果よりも強いために、所得不平等は高くなるが、それを乗り越え、民主

主義が成熟すれば、民主主義の平等化効果の方が高くなり、所得不平等は減少に転ずる。民主主義は

社会的葛藤を前提とし、それを調整する社会制度である。 
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高齢期の生活不安をめぐる意識連関と規定要因 
 
              三重野 卓（山梨大学） 

 

 

近年の経済の停滞化、時代の不確実性の中で、われわれは、漠然とした不安に苛まれている。実

際、国レベルの「国民生活に関する世論調査」によると、1990年から国民の不安感は増大し続けて
いる。不安は漠としたものであるが、その情動により、われわれを一定の方向に導くかもしれない。

そして、不安は、その時代を特色づけるものであるが、個人にとっては、ある日、突然、確実なも

のとして、現実化する。 
本報告では、高齢期の生活不安に焦点を合わせる。生活とは、「行為、意識の集合体であり、それ

に情報、エネルギー、財が係わり、何らかの「場」で、その営みを実現しながら、生命有機体とし

ての個人が再生産される過程」と一般的に定義することができる。こう考えると、生活では、行為、

意識、生命が中心概念となり、その環境的側面としては、関係性、財、情報、自然環境、経済など

が係わるといえる。そこには、政策的に制御可能な部分と制御不可能な部分があろう。「生活の質」

研究において、生活満足度についての研究はかなり進んでいる。それに対して、不安は、心理学的

にはストレス、抑圧に基づき、また、将来の見通しとも関連するため、その評価の基準は、より曖

昧である。 
もちろん、不安とは、構成概念であり、それ自体、可視的なものではない。構成概念は言語的定

義に依存する。例えば、「将来の不幸に対する予期に基づく心的状態」、「予想されるリスク、困難に

直面して生じる心配による心的状態」といった定義が可能であろう。リスクは、個人のライフサイ

クル、ライフステージで生起するとともに、当該システムの不安定性により増大する。そのため、

不安感は、幸福感、充実感、孤独感などの社会心理学的な概念とともに、福祉政策を考える場合、

重要な要素となり得る。 生活不安という概念は、以下の質問文により、操作化、尺度化される。「あ
なたは、自分の高齢期の生活に不安を感じていますか」(大いに感じている、多少感じている、あま
り感じていない、全く感じていない)。高齢期の生活不安をめぐる研究目的は、以下の 3点にまとめ
ることができる。 
第一に、生活不安という場合、さまざまな生活領域にブレークダウンすることができる。その考

え方として、個人、家族、地域に関する領域、および、制度・政策的な側面に関する部分が中心的

なものになろう。また、高齢期での不安としてとりわけ重要な健康不安、および、人間関係、孤立、

職業、経済不安というわけ方も可能である。それらを踏まえ、「自分の健康」、「家族の健康」、｢家族

との人間関係｣、「地域など家族以外の人間関係」、「配偶者との死別」、｢雇用・失業｣、「税金や社会

保険料負担の増加」、「年金・介護・医療などの社会保険給付の減少」（yes,no）といった項目の関連
性、独立性について検討することにより、その構造を明らかにする。 
第二に、われわれの意識は、複合的なものであり、また、表層―深層というレベル、一般的―個

別的などのレベルがある。こうした意識の相互作用により、ひとつの情動がもたらされる。高齢者

は、当該社会において大きな貢献をなしてきたものである。従って、それに報いるために優遇され

ているか、という点が重要になる。その一方で、稼得能力を失いつつあるものであるため、差別さ

れているか、という点も重要になる。また、高齢者に対する扱いについての意識も分析課題になる。



ここでは、以下の質問項目に着目する。優遇感「現在の社会では、高齢者は一般に優遇されている

と思いますか」（そう思う、まあそう思う、あまりそう思わない、そう思わない）、差別感「高齢者

に対する差別や偏見があると思いますか」（大いにあると思う、多少あると思う、あまりないと思う、

まったくないと思う）、高齢者に対する扱い「高齢者に対する扱いをどのようにしていくべきだと考

えますか」（高齢者をもっと優遇すべき、現状のままでよい、若い世代・現代世代をもっと重視すべ

き、わからない）。さらに、公的年金の仕組み、高齢期の生活費に関する意識項目も分析対象とした

（ここでは省略）。生活不安をめぐる意識連関を明らかにすることが、第二の目的となる。 
さらに、高齢期の生活不安（大いに感じている、多少感じている、あまり感じていない＋全く感

じていない）をめぐる因果関係を明らかにし、モデル化を行うことが第三の目的となる。その場合、

第一の生活不安をめぐる構造、第二の意識をめぐる相互連関をも参考にする。意識が意識を規定す

るということは、生活不安が漠然としている点からも必要であるが、それとともに、客観的要因も

重要になる。説明変数については、以下のものを想定する。①性別、②年齢、③世帯構成。また、

階層的要因としては、④世帯収入、⑤職業、そして、それらに関連する⑥学歴。さらに、⑦（健康

上の問題による）日常生活への影響。ストック面として⑧住居形態。また、意識が意識を規定する

という面から、⑨現在の暮らし向き。第二の目的に関連する⑩優遇感（および、高齢者に対する扱

い）、⑪差別感。 
本報告でのデータは、内閣府に設置された「高齢社会対策の総合的な推進のための政策研究会」

（座長、清家篤）により実施された「年齢・加齢に対する考え方に関する意識調査」に基づく（報

告者は委員として参加）。調査は、平成 16年 1月から 2月に実施された（層化 2段階無作為抽出法、
原則として、訪問面接法）。年齢階層のサンプルを一定にして比較することを目的としており、20
歳代、30歳代、40歳代、50歳代をそれぞれ 1000人、60歳以上、2000人の計 6000人を対象とし
ているが、ここでは、60歳以上の 1449人（有効回答数、72.5%）について再分析した。 
上記の通り、第一の分析は、老後不安の構造を明確にすることにある。一般的な不安と個別生活

領域の不安を数量化Ⅲ類で分析した。その結果、5 つの軸が抽出された（説明力 60％）。しかし、
第Ⅰ、Ⅱ軸における各項目の布置図を観察すると大まかな傾向が理解可能である。不安を「大いに

感じている」が、税金、年金関係の不安項目（クラスター）と近い関係にあり、それに人間関係の

クラスターが繋がり、他方で健康関係と死別のクラスターが繋がっている。健康関係等は、不安を

「多少感じている」とも近い関係にあり、それから個別領域の「不安なし」がクラスターを形成し

ながら連なっている（雇用は孤立）。第二に、生活不安をめぐる意識連関の 6 ケース（省略）につ
いて、3重クロス表を観察し（クラマーの関連係数、検定）、さらにログリニアモデルによる分析を
行ったところ、項目の主効果、2 次の交互作用効果を検出することができた。第三に、生活不安と
11の項目についてクロス表を構成し、カイ自乗検定を行ったところ、性別以外は統計的に有意であ
った。それらの項目を説明変数として多項ロジスティック回帰分析を繰り返したところ、世帯構成、

学歴、日常生活への影響、現在の暮らし向き、優遇感、差別感の 6 項目の影響力が有意であった。
各カテゴリーの B係数、有意水準、オッズ比を検討することにより、より多くの知見が得られる。 

 
（文献）三重野卓「老後不安構造の計量的研究」『社会老年学』第 8 号、1978／『季刊社会保障

研究―特集〈老後の不安とは何か：実態の多元的把握と政策への期待〉西村幸満、直井道子、相川

良彦ほか』第 41 巻 1号、 2005／辻正二、船津衛編『エイジングの社会心理学』北樹出版、2003
／ユージン・E.レヴィット（西川好夫訳）『不安の心理学』法政大学出版局、1976、など。 


